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 議案第１４号 奈良市一般職の職員の給与に関する条例及び奈良市一般職の

任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正についてに対する修

正案を別紙のとおり地方自治法第１１５条の３及び会議規則第１７条の規定に

より提出します。 
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（別紙） 

 

議案第１４号 奈良市一般職の職員の給与に関する条例及び奈良市一般

職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正について

に対する修正案 

 

 奈良市一般職の職員の給与に関する条例及び奈良市一般職の任期付職員の採

用及び給与の特例に関する条例の一部改正についての一部を次のように修正す

る。 

附則第４項中「前項」を「前３項」に改め、同項を附則第６項とし、附則第

３項の次に次の２項を加える。 

（平成３１年６月及び同年１２月に支給する期末手当に関する経過措置） 

４ 平成３１年６月及び同年１２月に支給する期末手当に関する第２条の規定

による改正後の奈良市一般職の職員の給与に関する条例第２４条第５項の規

定の適用については、同項中「乗じて得た額」とあるのは、「乗じて得た額（市

長が規則で定める管理又は監督の地位にある職員にあつては、その額に給料

月額に１００分の１６．７を超えない範囲内で市長が規則で定める割合を乗

じて得た額を加算した額）」とする。 

（平成３２年６月及び同年１２月に支給する期末手当に関する経過措置） 

５ 平成３２年６月及び同年１２月に支給する期末手当に関する第２条の規定

による改正後の奈良市一般職の職員の給与に関する条例第２４条第５項の規

定の適用については、同項中「乗じて得た額」とあるのは、「乗じて得た額（市

長が規則で定める管理又は監督の地位にある職員にあつては、その額に給料

月額に１００分の８．４を超えない範囲内で市長が規則で定める割合を乗じ

て得た額を加算した額）」とする。 

 

 （提案理由） 

 期末勤勉手当の基礎額を算定する際の管理職加算の廃止に当たり、段階的に

引き下げることにより、条例改正による給与額の急激な変動による職員の負担

を軽減するため、修正をしようとするものである。 



1/1 

 

奈良市一般職の職員の給与に関する条例及び奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

  

議案 修正案 

   附 則    附 則 

 （施行期日）  （施行期日） 

１・２ 略 １・２ 略 

 （給与の内払）  （給与の内払） 

３ 略 ３ 略 

  （平成31年６月及び同年12月に支給する期末手当に関する経過措置） 

 ４ 平成31年６月及び同年12月に支給する期末手当に関する第２条の規定に

よる改正後の奈良市一般職の職員の給与に関する条例第24条第５項の規定

の適用については、同項中「乗じて得た額」とあるのは、「乗じて得た額（市

長が規則で定める管理又は監督の地位にある職員にあつては、その額に給

料月額に100分の16.7を超えない範囲内で市長が規則で定める割合を乗じ

て得た額を加算した額）」とする。 

 （平成32年６月及び同年12月に支給する期末手当に関する経過措置） 

 ５ 平成32年６月及び同年12月に支給する期末手当に関する第２条の規定に

よる改正後の奈良市一般職の職員の給与に関する条例第24条第５項の規定

の適用については、同項中「乗じて得た額」とあるのは、「乗じて得た額（市

長が規則で定める管理又は監督の地位にある職員にあつては、その額に給

料月額に100分の8.4を超えない範囲内で市長が規則で定める割合を乗じて

得た額を加算した額）」とする。 

 （委任）  （委任） 

４ 前項 に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長

が定める。 

６ 前３項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長

が定める。 

 


